
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成２３年６月２４日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 

国際経済のグローバル化の下で、企業が自国から輸出するか、海外で現地生産するかという立

地選択行動とそれに対する投資国、および受け入れ国の貿易・産業政策の効果について従来に

はない新しい結論を、いくつか論文において得ることができた。また、国際的な不完全競争の

下での越境汚染を含む国際環境問題、途上国への海外援助の理論的研究についても成果を得た。

いずれも先行研究にはない新しい大きな成果を得ることができ、学術的・政策的にもきわめて

有意義な貢献ができたと考えている。 
 

研究成果の概要（英文）： 

In our research, we have succeeded in obtaining many new and significant results, which 

preceding literature did not find, on the firms optimal location choice problem whether 

the firms export or undertake foreign direct foreign investment in various circumstances.  

Also we have analyzed the optimal trade and/or industrial polices of the governments of 

the source and host countries on the firms strategic behavior including location choice 

behavior.  We also obtained novel results on the international environment problems 

including cross border pollutions, and on the mutually beneficial economic aid for both 

donor and host countries under imperfect competition.  
 
 
交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００８年度 3,100,000 930,000 4,030,000 

２００９年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 

２０１０年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 

総 計 11,700,000 3,510,000 15,210,000 

 

研究分野：理論経済学、国際貿易理論、貿易政策理論 

科研費の分科・細目：経済学・応用経済学 

キーワード：不完全競争、海外直接投資、立地選択、貿易政策、産業政策、公共政策、国際環

境 

 

 

１． 研究開始当初の背景 

WTO 体制の下で、１９９０年代以降に地域経

済統合が急速に進展する中で、多くの国の市

場開放が進み、多国籍企業を中心として企業

のグローバルな展開が急増している。現在、

その形態は多様を極めて、当該国の資源配分、
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所得分配および社会的厚生に大きな影響を

与えている。また、それとともに貿易政策の

みならず、多国籍企業などに対する産業政策

及び公共政策の役割が注目されるようにな

ってきた。 

このような現実を反映して、企業が国内で生

産し輸出するか、途上国などに直接投資を行

い、生産を海外移転するかという生産の立地

選択行動の理論的分析は、多くの研究者によ

って進められてきたが、政府の最適な政策行

動がまだ十分分析されているとはいえない。

今後このような社会的厚生の観点からの政

府の政策対応を明示的に考慮に入れて、企業

の戦略的な立地選択行動の研究の充実が必

要であると考えられた。 

また、近年、企業の異質性（heterogeneity）

を導入して、企業のグローバル化行動の多様

性を説明する研究が、精力的に行われるよう

になった。この分野の研究は始められて間も

ないことから、この分野でも政府の政策介入

が従来の結論にどのような影響を与えるの

かを理論的に分析する必要があると考えた。 

 

 

２． 研究の目的 

本研究では、企業の多様な立地・組織選択行

動についてのこれまでの理論的研究成果を

踏まえ、それらをさらに発展させ精緻化する

とともに、これまでの研究では十分なされて

いない、貿易政策を含む産業政策、公共政策

などの政府の多様な政策介入のあり方に重

点をおいて研究を行い、これらの経済政策が、

企業の立地選択あるいは生産組織の選択行

動に与える影響とそれを通じた、受入国や投

資国の資源配分、所得分配を通じた比較優位

構造や社会的厚生に及ぼす影響について分

析し、その研究成果に基づく政策の構築と提

言に貢献することを目的とした。 

具体的には、(i) これまでの立地選択行動の

分析を拡張して、より多くの受入国を想定し

て分析することにより、企業の多様な立地選

択行動の特徴をより明らかにする。(ii) 受

入国に市場構造、労働市場、インフラなどの

公共財の存在、などの相違がある場合や、技

術のスピルオーバーの程度などの相違が存

在するなど、より現実的で分析が可能ないく

つかのモデルを構築し、受入国の政策決定な

どを明らかにする。また、(iii) 企業の海外

移転が投資国と受入国の異なる経済主体の

所得分配や経済厚生に与える影響、政府の最

適な貿易政策と産業政策および経済援助政

策を含む政策のあり方についても明らかに

する。また、複数の企業間に生産技術、企業

規模などの異質性を導入して、その異質性が

上記の企業行動と貿易国の厚生に与える効

果や、政府の最適な貿易政策、産業政策など

についても分析する。さらに、分析対象によ

り、へクシャー・オリーン・タイプのモデル

やハリス＝トダロ・タイプのモデルを導入す

ると共に、様々な、不完全競争のフレームワ

ークを設定し、経済援助政策、環境政策を含

む政策の効果を分析し、そこから導き出され

る政策的なインプリケーションの相違を明

らかにする。 

 

 

３． 研究の方法 

本研究組織は 5名からなり、研究目的を遂行

するに当たっては、各研究分担者がそれぞれ

の研究領域の得意な分野を担当する事を基

本とした。それぞれの研究領域から、２つの

グループに分け、(i)大川昌幸、岡村誠、大

川隆夫は、企業の最適な立地選択行動、受け

入れ国の誘致政策、産業政策を担当するグル

ープ、(ii) 多和田眞、須賀宣仁は国際公共

政策、環境問題などの一般均衡分析を中心に

行うグループとした。しかし、いずれの研究

分担者も専門領域が近接しており、研究組織

として柔軟に対応した。定期的に活発な意見

交流を持つ会議を行い、それぞれの共同論文

の作成を行った。 

国内外から第一線で活躍する研究者を招聘

したワークショップやセミナーを何度か開

催し、意見交流を図るととともに、我々の研

究成果は国内外の学会、コンファレンス等で

発表した。 

 

 

４．研究成果 

倉田洋・大川隆夫・岡村誠は論文、”Market 

size and firm location in a service 

industry” において、サービス産業の市場

構造を特徴づけ、サービス産業における寡占

企業の戦略的な立地選択行動と市場のサイ

ズ（規模）の関係を、サイズの異なる市場へ

の企業の参入の効率性と市場規模の大きさ

の変化の厚生への効果を中心に詳細に分析

した。企業は企業の観点からはサイズの大き



な市場に過剰に参入し、それは消費者の観点

からは過少であるが、経済全体でも過剰とな

ること、および市場の規模の変化の効果も分

析して、従来得られなかった興味深い結論を

得ている。 

岡村誠は L. Zhao との共同論文、”Competing  

to Outsource in the South,” において、

３国の貿易モデルにおける寡占企業の輸出

か直接投資かという戦略的立地選択行動を、

２つの source国において労働組合が存在し、

受け入れ国の政府が内生的に関税を設定す

るモデルを設定して理論的に分析した。

Cournot-Nash 均衡においては、企業は海外直

接投資を選択し、労働組合の交渉力を弱める

役割を果たすことなどを明確に示して、現実

の工業国から途上国への企業移転の一つの

側面を解明している。 

大川隆夫、岡村誠、大川昌幸の３名は共同論

文” Optimal Tariff Policy with Endogenous 

Location Choice”を発展させた。 寡占企

業の戦略的な立地選択行動と受け入れ国の

最適関税政策の関係を分析し、source 国の企

業が共に FDIを選択することは輸出を選択す

るより、その国の厚生を低下させる、いわゆ

る Prisoner’s dilemma となることを明らか

にし、先進国から途上国への生産移転が

source 国の厚生にとってプラスにはなって

いない場合があるという現状の一端を説明

する結論を導き出した意義は大きいと思わ

れる。また３名は別の共同論文において、寡

占的な外国企業を誘致するいくつかの自治

体の租税競争と中央政府による課税政策の

関係を効率性の観点から理論的に分析して

おり、従来完全競争モデルが中心であった分

析では得られなかった結論を導いている。 

大川昌幸は、不完全競争下の下での国際間

の所得移転（経済援助）に関する２本の論文

の中で貿易と経済援助の関係を理論的に分

析した。従来の国際間の所得移転や援助の分

析では、所得移転が外生的に扱われるケース

がほとんどであり、さらに市場が完全競争を

仮定するものであった。これらの分析では、

市場が国際独占や独占的競争市場である場

合、援助国と受け入れ国の両国の厚生が高く

なり、どのような状況の下で援助が内生的に

両国により選択されるかを明らかにし、不完

全競争市場の下での所得移転及び経済援助

の内生的な決定の理論的分析を発展させた

意義は大きいと思われる。 

多和田眞と須賀宣仁は、”Trade and 

Environment: Spatial Separation under 

Product Differentiation,” において、独

占的競争企業からなる工業部門と完全競争

市場の２産業からなる２国の貿易モデルに

おいて、工業製品の生産が汚染を排出し、農

業部門の生産に負の影響を与えるという環

境問題と自由貿易の関係を産業内貿易を導

入して、より現実的なアプローチにより分析

し、同質的な貿易のみを考えてきたCopeland 

and Taylorなどによる従来の研究では見過

ごされてきた現実の国際貿易と環境汚染の

関係の一端を明らかにしており、高く評価さ

れている。 

当研究グループの本研究期間における研

究成果のうちのほとんどを当初の計画通り

査読つきの雑誌に投稿し、査読つき論文が１

７本ある。いずれもほとんどが海外の雑誌あ

るいは査読つきの論文集として出版された

ものである。現在も進行中の研究、投稿中の

論文等もいくつもあり、研究グループの全員

が研究目的及び計画を達成すべく努力して

きた成果が出ていると判断している。 
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